官邸お庭番日誌ver2 第49号　2012年8月13日
社会保障・税一体改革法案可決へ
　
お盆前の国会の攻防はひとまず終わり、8月10日、社会保障・税一体改革関連法案が参議院で採決され、賛成多数で可決された。三党合意という枠組みの下、ようやく消費税の引き上げが可決されたわけで、その歴史的な意義はまことに大きい。
□「金メダルが山口氏、銀メダルが首相、銅メダルが谷垣氏」(?!)□
　この歴史的な決定に至る最終的なプロセスには、多くの波乱含みの展開があったのであり、第48号の中でも指摘した小泉進次郎青年局長らによる「三党合意破棄」提言の動きの背後には、父親である小泉元総理の存在があったことも記憶しておく必要があろう。そこには、政局を転換させ、有利な情勢の下で解散・総選挙をさせるには今しかない、というまことに”鋭い勘”に基づいた戦術的・政局的方針が示され、一時は、自民党が三党合意の枠組みから脱落してもおかしくない状況にすら達していた。まさに、危機的状況にあったことを見失ってはなるまい。そこからの展開の中で危機を救ったのは、政党でいえば、公明党の存在を見逃すことはできない。公明党が、三党合意の当事者として、決定したことに対する責任ある態度を貫いたことを高く評価すべきであろう。今回の法案可決における、三党の評価について、森元総理は、「金メダルが山口氏、銀メダルが首相、銅メダルが谷垣氏だ」と、オリンピックに例えながら評価していたのが案外正直なところなのだろう。
□「近いうちに国民に信を問う」を縛る「一票の格差是正」□
増税という国民にとって「苦い薬」を飲ませる決断を下したことは、日本の財政や社会保障の置かれている現実に対して、その改革のために不可欠な国民負担の増大へと舵を切ったわけで、それを再び放棄することは、日本の財政に対する信任だけでなく、日本の統治能力に対する信任を失うことに繋がるだけに、今回の決定は国際的にも大きく注目される快挙であろう。ここに至るまでの関係者の努力に対して、心よりの敬意を表したい。
　公明党は、今回の三党合意に対しては、当初懐疑的だったのだが、おそらく支持母体である学会からの説得で民主・自民の2党合意に参加するよう促され、後から急遽参加してきたことは間違いない。今回の最終局面で、三党党首会談が実施された時、最初の約40分は野田総理と谷垣総裁の二人だけで話し合われ、その後山口代表が入って、ものの5分程度ですぐお開きになった経過がある。おそらく、野田・谷垣会談で、解散時期の条件などが話され、その合意がなされた直後、公明党も加わって確認をしたというのが筋書であろう。その確認内容は、文書ではなく口頭で、「法案の成立後、近いうちに国民に信を問う」というところに落ち着いた。ここからは予測なのだが、公明党の方から自民党に対して、ここは三党合意を崩してはいけない、民主党の野田総理との会談で、しっかりと話をして解散できる条件などを議論されてはいかがか、と強力な動きがあったのではないかと想像する。また、一票の格差解消なくして解散はできない、という最高裁の違憲という指摘が重くのしかかっていたとみている。それだけに、解散の時期は、当初予想していた通り早くて今年の秋、いくら遅くとも、来年度予算案の国会上程と当時に解散、というのがメインの筋書きではないだろうか。もちろん、今国会が終わる9月8日までの解散という線も考えられなくもないのだが、何度も指摘しているように、一票の格差や公債特例法の可決などの難問が山積しており、それを考慮すれば不可能であろう。それらの党首会談の議論内容は一切外に出ることはないが、そのあたりが一番の落としどころであろう。
□「社会保障制度改革国民会議」の結論は、総選挙後か□
　ただ、この三党合意の内容については、消費税率を2014年4月から8%へ、2015年10月から10%へと引き上げることが決まっただけで、社会保障の具体的な姿は、今後設立される「社会保障制度改革国民会議」の中で1年以内に具体化されていく。民主党の輿石幹事長は、この国民会議の中には政治家は入らない、と発言されているのだが、どんな展開を示していくのか、解散時期が早まることも予想されるだけに、社会保障改革案の内容がどのように進展していくのかは予断を許さない。来年の8月末までには、一定の改革案が出されるのだろうが、その内容は、今後予定される総選挙や参議院選挙の結果などが大きく影響してくるものと思われる。
□消費税の引き上げは、公共事業財源でなかったハズ□
　もう一つ懸念しなければならないことは、財政規律の問題であり、資源配分を再び公共事業の拡大に集約化しようとする動きである。今回成立した附則18条第2項に次のような文言が記載されている。
　　「税制の抜本的な改革の実施等により、財政による機動的対応が可能となる中で、我が国経済の需要と供給の状況、消費税率の引き上げによる経済への影響を踏まえ、成長戦略並びに事前防災および減災などに関する分野に資金を重点的に配分することなど、我が国経済の成長等に向けた施策を検討する。」
　この附則は、何を意味しているのだろうか。今まで、消費税の引き上げはすべて社会保障財源に充てると明確にされてきたのだが、この文章を読む限り、消費税の引き上げによって余裕ができた財源を使い、事前防災や減災といった公共事業に配分することを書き込んでいるのだ。自民党は国土強靭化法案を作り、10年間で200兆円、公明党も「防災・減災ニューディール推進基本法案」として100兆円という数値が打ち出されている。もちろん、すべて公的資金を投入するということではないとしても、再び高速道路網の拡大を中心にした公共事業を強化していこうとする政策が潜り込まされているのだ。何と、民主党内でも160兆円もの公共事業費を要求するまでに至っているのだ。ここまで来ると、消費税の引き上げが何のためのものであったのか、成立したこと自体は評価しつつも、再び「土建国家」の再興のために使われるとすれば、こんな人を馬鹿にしたものはない。今後の展開は、まさに総選挙後に、どのような力関係でこのような事業が展開されていくのかにかかっているわけで、社会保障の充実を求める政治的結集を強めていく以外にない。
□見失ってはならない、財政規律の確立という目標□
このような公共事業拡大政策を展開するということは、今後の財政再建目標である2015年までにプライマリー赤字対GDP比半減、2020年までに黒字化、2020年以降累積債務の削減という、まことに困難な課題との関係が問われるわけで、財政規律という観点も重要である。法案は成立すれども、その行方について、引き続き厳しく監視を続ける必要がある。日本の政治の抱える課題は、その解決に向けて、ようやくその第一歩を踏み出したに過ぎないのだ。
　
